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Ⅰ 土地利用計画の位置づけ 
 

1、背景 

わが国全体が人口減少、少子・高齢化の時代に突入しましたが、高森町においても地域の

強みを活かした定住・移住などの施策により、人口減少に歯止めをかけ持続可能な地域・ま

ちづくりを進めていくことが将来に向けて大きな課題となっています。町では、平成 27 年度

中にまち・ひと・しごと創生法に基づく地方版総合戦略「日本一のしあわせタウン総合戦略」

を作成し、人口減少少子高齢化に対する課題解決に向けての取り組みを強化しました。 
また、2015（平成 27）年 4 月には、住民参画と協働を定めた「まちづくり基本条例」が施

行され、同時に、町政運営を計画的かつ総合的に進めるための第 6 次振興総合計画「まちづ

くりプラン」をスタートし、高森町の人や文化、自然といった宝を、将来にわたり継続的に

維持し、新たな活用を見出す事を願い、すべてのまちづくりの担い手が共感・共有できる町

の将来像を定めた目指す将来像「つなぎ・つながる～この先の高森町へ」の実現に向けて取

り組みを始めました。 
そのような中、2027（平成 39）年には、飯伊地域悲願のリニア中央新幹線の開業が予定さ

れ、高森町もその効果を活かし発展することが期待されていますが、一方で守るべき農地を

明確にし、乱開発を防止しつつ開発需要へ対応するために、町の土地利用の在り方などあら

かじめ模索しておくことが求められています。 
これらをふまえ「日本一のしあわせタウン総合戦略」や第 6 次振興総合計画「まちづくり

プラン」を土地利用の側面から支援し、優良農地を保全しつつ秩序ある発展と土地の有効活

用を図るため、土地利用計画を策定することとしました。 
 
 

2、土地利用計画の基本的な考え方 

この計画は、高森町の区域について定める土地（以下「土地」とは高森町域の土地を指す。）

の利用に関し、必要な事項を定めた計画であり、土地利用に関する基本的な指針（方向性）

となるものです。 
 絶え間なく変化し続ける時代の流れの中で、第 6 次振興総合計画「まちづくりプラン」、地

方版総合戦略「日本一のしあわせタウン総合戦略」を踏まえ、高森町の望ましい土地利用の

あり方を示します。 
 

（1）基本とする理念 

土地は、現在と将来における限られた資源であるとともに、美しい自然や景観に恵まれ

た土地は、町民にとってかけがえのない財産です。また、生活と生産に関する諸活動を行
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うための社会共通の基盤でもあります。 
したがって、土地は私有財産ですが一方では公共的意味合いの強い資産と言えます。 
その認識に基づき、高森町が人・文化・自然といった町の宝、つまり今、町にある資源

を活かし、時代に合った形に変化させながら未来に継承していくために、土地を計画的か

つ有効に利用することを土地利用の基本理念とします。 
 

（2）土地利用計画における重要事項 

  高森町計画は、土地利用に関する次の普遍的原則にしたがって策定します。 
 

① 地域の保全と開発の方向性 

● 人口減少・少子高齢化時代を迎え、地域が築いてきたコミュニティや伝統芸能などの

歴史・文化の継承に努めます。 
● 社会資本整備が持続可能かどうかをよく判断し、効率的効果的な社会資本の維持・整

備に努めます。 
 

 ② 防災・減災を重視した土地利用 

● 町民の生命、財産を守ることを最重要の責務とし、防災・減災の考えに基づいた土地

利用をすすめます。 
 

③ 自然環境と景観へ配慮した土地利用 

● 地球温暖化の進行、廃棄物の発生による環境への負荷などの問題に考慮し、環境負荷

の低減と自然環境の保全、さらに美しい景観の形成に努めます。 
 

④ 地域の経済活動を支える土地利用 

● 地域経済の自立をめざし、地域の魅力と特徴を活かした経済活動を支え、活力ある地

域社会の構築につながる土地利用をめざします。 
 

⑤ 守るべき農地を明確にし、適切に維持する土地利用 

● 農地は、人々が生きていくために不可欠な食料を生産するために必要な土地であると

共に、高森町の景観形成上も重要な役割を担っている一方、農業後継者の高齢化や担

い手不足が課題となっていることから、優良農地を守るべき農地と位置づけ、適切に

維持していくことに努めます。 
 

（3）土地利用ゾーニングの視点 

土地利用計画は、平成 25 年度より策定に着手し、土地分級手法により土地が持っている本
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来的な潜在能力を客観的に評価し、ワークショップや住民懇談会を通して、（2）で示す重要

事項に従い方向性を以下の視点によりまとめました。 
① 守り、継続していくべき「農地」はどこか 
② 農地などの中で、新たな「住宅地」、「工業地」、「商業地」を確保すべきところ 
③ 保全すべき現状及び新たに開発すべき「住宅地」、「工業地」、「商業地」はどこか 
④ 大切にしていくべき「景観」や「歴史・文化的遺産」はどこか など 

 

（4）土地利用計画の位置づけ 

① 住民が捉える用途地域外（白地地域）の土地利用の具体化 
② 保全すべき農地の明確化 
③ 町内外の企業・事業者の新たな土地需要、開発・事業化に対して、当面応えていくため

の土地利用の方針 

④ 町が考えている政策的な土地利用及びまちづくりの反映 
⑤ 都市計画法、農振法を超える土地利用計画ではないが、将来、法的計画として整備し、

土地利用をより実効性のあるものとしていくための位置づけである。 
 

3、土地利用計画の対象範囲 

土地利用計画は、長野県高森町行政区域のうち、高森都市計画区域内を対象とします。 
 
 

4、土地利用計画の計画期間 

土地利用計画は、2027（平成 39）年リニア中央新幹線開通時を目安に、高森町の土地利用のあ

り方について計画するものです。 
 なお、今後の町を取り巻く情勢の変化を見据え、必要に応じ見直しを行うものです。 
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Ⅱ 高森町の土地特性 
 

1、高森町の人口構成と将来の見通し 

（1）人口の推移 

① 高森町では 2015（平成 27）年を  

ピークに人口減少に転じます。 
② 2040（平成 52）年にむけて全人口

の減少率よりも、年少人口の減少率、

老年人口の増加率が上回り、少子高

齢化が進みます。 
③ 75 歳以上の人口については、2010
（平成 22）年から 2040 年にかけて

30.41％の増加率を示し、少子化よ

りも高齢化の進行が顕著です。但し、

75 歳以上の人口については、2030
（平成 42）年をピークに減少傾向

にあります。 
④ 年少人口は2010年の2,107人から、

2040 年には 1,607 人と 500 人（減

少率 23.7%）の減少が予想されます。 

（2）人口の将来展望 

高森町では、地方創生総合戦略「日本

一のしあわせタウン総合戦略」において、

以下のとおり人口ビジョンを定め、特に

移住定住、産業振興に向け土地利用の側

面で、人口減少、少子高齢化対策を実施

します。 
 

① 将来人口 

● 2060（平成 72）年に 11,200 人を目

指します。 
自然動態の合計特殊出生率を 2010
（平成 22）年 1.67 から 2035（平成

47）年 2.07 に、社会動態の転入出においては転入超過を目指します。 
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2、土地利用の現状 

（1）土地利用の推移 

土地利用別現況は、自然的土

地利用が 2,003.5ha（73.7％）、

そのうち農地が 1,023.4ha
（37.7％）、山林が 791.8ha
（29.1％）を占めています。 

都市的土地利用は 713.5ha
（26.3％）であり、そのうち宅

地は 369.4ha（13.6％）です。

用途地域指定外区域（2,527ha）
のうち、1,952.2ha（77.3％）

が自然的土地利用であり、その

うち農地が 1,000.4ha
（39.6％）、山林が 771.6ha
（30.5％）を占めています。 

土地利用区分 
都市計画区域 

用途地域指定区域 用途地域指定外区域 計 
ha 構成比 ha 構成比 ha 構成比 

自
然
的
土
地
利
用 

農
地 

田 4.2 2.2% 290.2 11.5% 294.4 10.8% 
畑 18.8 9.9% 710.2 28.1% 729.0 26.8% 

小   計 23.0 12.1% 1,000.4 39.6% 1,023.4 37.7% 
山       林 20.2 10.6% 771.6 30.5% 791.8 29.1% 
水       面 4.6 2.4% 50.0 2.0% 54.6 2.0% 

その他の自然地 3.5 1.8% 130.2 5.2% 133.7 4.9% 
小       計 51.3 27.0% 1,952.2 77.3% 2,003.5 73.7% 

都
市
的
土
地
利
用 

宅
地 

住宅用地 49.7 26.2% 233.7 9.2% 283.4 10.4% 
商業用地 8.7 4.6% 29.5 1.2% 38.2 1.4% 
工業用地 25.5 13.4% 22.3 0.9% 47.8 1.8% 

小   計 83.9 44.2% 285.5 11.3% 369.4 13.6% 
公共・公益用地 24.8 13.1% 53.6 2.1% 78.4 2.9% 

道路用地 22.8 12.0% 176.6 7.0% 199.4 7.3% 
交通施設用地 2.8 1.5% 3.1 0.1% 5.9 0.2% 
その他の空地 4.4 2.3% 56.0 2.2% 60.4 2.2% 
小       計 138.7 73.0% 574.8 22.7% 713.5 26.3% 

合         計 190.0 100.0% 2,527.0 100.0% 2,717.0 100.0% 
可   住   地 113.8 59.9% 2,102.2 83.2% 2,216.0 81.6% 
非 可 住 地 76.2 40.1% 424.8 16.8% 501.0 18.4% 

  
 図3：土地利用現況資料  平成26年高森都市計画基礎調査 
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（2）土地利用転換 

平成 21年から平成 25年までの過去５年間の農地転用面積は、用途地域指定区域が約 1.3ha、
用途地域指定外区域が約 7.3ha でした。 

用途地域指定外区域では、住宅用地として 54.0％と半数を占めており、町の人口維持やリ

ニア中央新幹線整備に関連し、今後の需要を見据えながら適正な転用が行われるようコント

ロールが必要です。 
  住 宅 用 地 工 業 用 地 そ の 他 合   計 前年度の (注) 

    件数 面 積 件数 面 積 件数 面 積 件数 面 積 農地面積 転用率 

用

途

地

域

指

定

区

域 

H21 4 4,030.00    1  265.00  5  4,295.00  156,207.72  2.7  

H22 4  1,613.00      4  1,613.00  154,594.72  1.0  

H23 2  1,772.00    2  414.43  4  2,186.43  152,408.29  1.4  

H24 3  984.00    2  1,287.00  5  2,271.00  150,137.29  1.5  

H25 5  1,404.67    4  1,651.00  9  3,055.67  147,081.62  2.1  

合計 18  9,803.67    9  3,617.43  27  13,421.10   8.6  

用
途
地
域
指
定
外
区
域 

H21 31  10,671.05  3  3,740.00  8  2,357.57  42  16,768.62  6,651,429.37  0.3  

H22 30  8,030.56  2  127.00  6  2,229.00  38  10,386.56  6,641,042.81  0.2  

H23 14  7,188.44  3  3,251.80  6  1,504.58  23  11,944.82  6,629,097.99  0.2  

H24 23  7,805.35    10  12,934.91  33  20,740.26  6,608,357.73  0.3  

H25 15  5,711.00  1  1,506.00  20  5,892.60  36  13,109.60  6,595,248.13  0.2  

合計 113  39,406.40  9  8,624.80  50  24,918.66  172  72,949.86   1.1  

合 
  

 

計 

H21 35  14,701.05  3  3,740.00  9  2,622.57  47  21,063.62  6,807,637.09  0.3  

H22 34  9,643.56  2  127.00  6  2,229.00  42  11,999.56  6,795,637.53  0.2  

H23 16  8,960.44  3  3,251.80  8  1,919.01  27  14,131.25  6,781,506.28  0.2  

H24 26  8,789.35    12  14,221.91  38  23,011.26  6,758,495.02  0.3  

H25 20  7,115.67  1  1,506.00  24  7,543.60  45  16,165.27  6,742,329.75  0.2  

合計 131  49,210.07  9  8,624.80  59  28,536.09  199  86,370.96   1.3  

（注）転用率＝過去１年間の農地転用面積／前年の農地面積×100 
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（3）建物新築動向 

平成 21 年から平成 25 年までの 5 年間における新築状況は、件数は 288 件、平均敷地面

積は 505.33 ㎡（約 153 坪）、平均建ぺい率は 22.1％、平均容積率は 31.5％でした。 
地区別にみると、下市田地区が 114 件と最も多く、全体の約 40％を占め、分布状況をみ

ると、吉田、牛牧、上市田、下市田地区では、幹線道路にアクセスが容易な場所で比較的

集積した新築が数ヶ所見られます。 

地区名 
新 築 件 数 (件) 敷地面積 

合計(㎡) 
平均敷地 
面積(㎡) 

建築面積 
合計(㎡) 

平 均 
建ぺい 
率 (%) 

延床面積 
合計(㎡) 

平均 
容積率(%) 合計 住宅 商業 工業 その他 

大島山 11  7  1  1  2  6,799.71  618.16  1,608.85  23.7  1,878.63  27.6  

吉田 42  37      5  27,420.88  652.88  5,073.49  18.5  6,697.87  24.4  

出原 6  6        1,869.88  311.65  413.56  22.1  774.01  41.4  

牛牧 39  35      4  19,054.83  488.59  3,990.04  20.9  6,620.85  34.7  

上市田 24  22  2      9,623.91  401.00  1,997.20  20.8  3,088.28  32.1  

下市田 114  107  2  1  4  53,478.74  469.11  14,598.28  27.3  20,601.55  38.5  

山吹 52  38  3    11  27,287.86  524.77  4,474.82  16.4  6,126.33  22.5  

都市計画区域 288  252  8  2  26  145,535.81  505.33  32,156.24  22.1  45,787.52  31.5  

 

 
 図4：建物の新築分布  
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（4）農地の分布 

農地は、計画的な構造改善を導入しながら生産を支える基盤として町内に多くあります。 
 

 
 図 5：優良農地の分布  
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（5）防災上の指定 

本町でも、自然災害に備えており、土砂災害や河川の氾濫に配慮すべき箇所が指定され、

ハザードマップを作成しています。 
土地利用計画の作成においても、自然災害が想定される箇所を把握するとともに、安全・

安心な土地利用に配慮します。 
 

 
 図 6：自然災害危険箇所  
資料：高森町ハザードマップ 

  



  
 

－ 11 － 

（6）土地構造 

高森町は、地形の高低、河岸段丘、３つの河川・天竜川流域が形作る土地構造です。 
 
● 南北の土地利用 
上段道路、県道、広域農道や地形的背景から上段・中段・下段の土地利用が形成さ

れている。 
● 東西の土地利用 
大きくは、大島川の右岸、胡麻目川の右岸、田沢川右岸、田沢川の左岸の 4 つの河

川流域の土地利用となっている。 
● 町の歴史的中心地、主な歴史文化 
町内各地に広く分布している 

● 土地利用の実態・動向 
飯田市に近接するゾーン、県道、広域農道の沿道は、農地の住宅地化が進行してい

る 
● 保全すべき農地 
高森町の上段・中段地域、天竜川の河川敷に広く分布している 

 

 

 
 

 図 7：土地構造の概念  
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Ⅲ 土地分級からみた特性 
 

1、土地分級手法による評価 

土地分級手法を用いて、次の視点から評価を行い、土地が持つ特性を評価しました。 
 

 

 

 

   

 

 

 

  

 
 町の土地現況（諸条件） 

 
土地の条件を重ねて農地や宅地としての適正を診断 

 
● ハザードマップ等 

● 文化財の分布 

● 法的規制 

● 農地の分布 

● 土壌現況 

● 地形現況 
● ベース地図 

 
【【評価 2】－土地本来潜在能力型  
市街地・集落地と農地のそれぞれの土地

本来の潜在能力を法的規制による土地

利用コントロールを考慮せず、土地利用

の適正を土地利用分級より判断。 

 
【評価 1】－法的規制型  
市街地・集落地と農地の総合的土地利用

の評価 

土地利用の適正の判断を現行の法的規

制による土地利用コントロールを第一

義的に反映した土地利用分級より判断。 

土地利用評価結果の分析 

評価結果も土地利用のあり方、方向性を検討する 
材料の１つとして活用 
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2、土地分級による評価結果 

 
 

 

【評価結果 1】 
農地法や自然災害の指定区域などが除外され、結果と

して現状の土地利用に近いものが現れていますが、多

くは宅地や農地どちらにも利用可能な調整地が分布。 

【評価結果 2】 
全般的に宅地化に適した傾向が現れていますが、現

状農地の部分も多く、ワークショップで保全と開発

双方の意見が寄せられました。 
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Ⅳ 土地利用計画策定の経緯 
 

1、計画策定の経緯 

① 平成 25～26 年度 高森町土地利用計画策定基礎調査 
土地分級手法による土地利用の評価 

 
 

           
② 平成 26 年度 地区別ワークショップ 

土地利用ゾーニング素案の作成 
 
 

           
③ 平成 27 年度土地利用町民意見交換会、まちづくり懇談会 
  土地利用ゾーニング見直し 

 

           
高森町土地利用計画案の策定  
   

◆ 主な見直し事項 

① ゾーニング項目について 

● 基本的には、特に将来土地利用を大きく変容させず、現状の土地利用・環境を維持・

保全する箇所は、土地利用ゾーンを設定しない。 
⇒既存の「集落地・農地」、「森林地域」など  

● 優良農地については、農地の維持・保全を基本と考えるが、地区住民の意見を踏ま

え、高齢者による就農や担い手不足により営農の継続が難しいと想定される地区に

対しては、現状の地区の実態を考慮しつつ、地区の特性を反映しながら宅地化ゾー

ンとして設定する。 
  ⇒牛牧地区、大島山地区、山吹地区 など  

● ゾーンとして大きくは「宅地化ゾーン」、「商業地」、「工業地」、「幹線道路の沿道」

を設定。「宅地化ゾーン」は、想定される将来の開発に対し宅地化予備群として位

置づけ、農用地や歴史文化史跡等を保全しつつ、宅地化を図るゾーンとして設定す

る。「商業地」、「工業地」は、地方創生などの町の政策を加味して土地利用を設定

する。  
● 幹線道路沿道の土地利用ゾーニングについては、地方創生などの町の政策を加味し

てとしてそのゾーニングの規制・誘導が対象となる沿道幅を設定する。  
 

② 各ゾーン境界の設定の考え方 

今後、地形地物、土地の用途、地籍、地番、地権者との調整などを踏まえ、ゾーニ

ングを詳細に検討していくことになるが、現段階では、各土地利用ゾーンの境界の線

引きの考えとして、農用地（優良農地、第 1 種農地）、ハザードマップにおける危険

区域、国有地などの大まかな範囲でゾーニングすることとした。 
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Ⅴ 土地利用計画 
 

1、土地利用ゾーニングの設定 

① 宅地系土地利用として、宅地化ゾーン、保全及び形成型の沿道、商業地ゾーン、工業地

ゾーンを設定します。 
② 農地系の土地利用としては、集落地・農地となっている土地利用の中で優良農地として

保全すべきゾーンを位置づけて設定します。 
 

（1）宅地化ゾーン 

リニアの開発などの影響や、地方創生総合戦略に配慮し、農地・歴史文化の保全を図りつ

つ住宅などの宅地化予備群として位置づけするゾーンとして設定します 。 

主な地区 設定理由 

上市田・ 

牛牧地区 

飯田市に近接し、広域農道沿線を中心に、現状すでに宅地化が進行している。

まとまった優良農地、河岸段丘は保全しつつ、それら以外の地区をリニアの

開発の影響なども考慮し、宅地予備群として設定します。 

下市田地区 

国道沿線、学校付近、用途地域など宅地化が進行している。ワークショップ

の意見も踏まえ、特に下市田駅周辺の農地、集落地は、定住移住の促進のた

め、将来的には用途地域の指定・協定を視野に入れた住宅地・市街地化を図

ります。 

山吹地区 

山吹地区は、自然・景観に優れ優良農地が見られる集落地や農地が広く分布

しています。一方、下平駅周辺はすでに新築動向が見られます。高森北小学

校の児童減少対策なども考慮し、高森北小学校周辺の宅地化を図ります。 

 

（2）沿道土地利用規制ゾーン   

主な幹線道路の現状の土地利用や建物形態、景観などを保全し、または将来まちづくり

を実現していくために、主要幹線道路の土地利用を設定します 。 

地 区 設定理由 

おもてなし

と暮らし型

の沿道 

広域農道沿線は、優良農地と宅地化が進んでいる区間があります。今後は、

宅地化しながら町全体のまちづくりを図り、南北の「町の交流軸」を形成す

ることが将来的にも重要です。また、来訪者を迎え入れ、おもてなしできる

仕掛けが必要とのご意見を踏まえ、広域農道沿道を来訪者が交流できるおも

てなしと町民の住宅暮らし形成のための沿道とします。 
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景観保全型

の沿道 
上段道路の沿道は自然・景観に優れていますので、周辺を含めた景観を保全

する沿道とします。 

商業･業務

サービス型

の沿道 

国道 153 号は、リニア中央新幹線長野県駅へのアクセス道として、開発の影

響を受けることが予想されることから乱開発の防止、景観の維持向上が必要

です。町を代表する幹線道路として、商業や業務サービス型が充実される沿

道とします。 

 

（3）商業地ゾーン   

用途地域外で新橋梁や道路などの整備などにより、商業地の発展成長が期待でき、まち

づくりの観点からも必要と考えられるため、商業地土地利用として設定します。 

主な地区 設定理由 

山吹地区 
下平駅･ 

国道 153 号 
の周辺 

下平駅周辺、国道 153 号沿道は、商業、業務、サービス系の施設が多く分布

し、すでに商業ゾーンを形成しており、また新築動向も見られます。将来、

天竜川架橋（新万年橋）の建設計画もあることから、下平駅周辺、国道 153
号沿道は活性化し、発展、成長していくよう「商業地ゾーン」に設定します。 

 

（4）工業地ゾーン 

用途地域外で、リニアの開発の影響効果などにより、当地への企業進出や誘致の期待、

可能性から、工業地土地利用として設定します。 

地 区 設定理由 

下市田 
天竜川 
河川敷 

天竜川河川敷にある工業団地周辺は、優良農地であり保全・開発の両論であ

りました。リニアの開発の影響などにもよる、当地への工業誘致や進出の期

待、可能性を踏まえ、産業の確保というまちづくりの観点から堤防沿いに限

定する範囲に「工業地ゾーン」を設定します。 

 

（5）優良農地保全ゾーン 

現在優良農地（第 1 種農業振興地域）として保全され、今後農地を集約し、農業規模の

拡大などが期待できる農地を、農業地土地利用として設定します。 

地 区 設定理由 

下市田地区 ●角田原 ●天竜川河川敷 

吉田地区 ●県道から広域農道 ●町道中央線西（城岸） ●天竜川河川敷 

出原地区 ●県道から広域農道 ●千早原 

山吹地区 ●田沢川南の県道から広域農道 ●竜口 ●新田原 ●増野 
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◆凡例 
   
  優良農地保全ゾーン 
      
  おもてなしと暮らし形の沿道 
      
  宅地化ゾーン 
      
  商業地ゾーン 
      
  商業業務サービス型の沿道 
      
  工業地ゾーン 
      
  環境保全型の沿道 
      
  森林・段丘林など 
      
  農振農用地、第 1種農地 
      
  都市計画用途地域 
   

 

▼おもてなしと暮らし形の沿道 

●広域農道沿線 

周辺農地と調和しながら、来訪者への

おもてなしと住民の暮らしを支える

沿道形成を図る。 

▼宅地化ゾーン 

●上市田・牛牧地区 

リニア開発・スマートＩＣによる

需要が想定される宅地予備群。 

●下市田地区 

将来的には用途地域の指定・協定

を視野に入れた宅地化・市街地化

を図る。 

●山吹地区 

下平駅周辺の活性化と共に、北小

学校周辺の宅地化・市街地化を図

る。 

▼工業地ゾーン 

●下市田天竜川河川敷 

リニアの開発の効果による、工業誘致

の成果を期待し、産業の確保を図る。 

2、土地利用ゾーニング図 
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▼環境保全型の沿道 

●上段道路沿線 

山側森林や眼下の街並み、山並みを

望める環境の維持・保全に努める。 

▼商業業務サービス型の沿道 

●国道 153 号線沿線 

高森町を代表する幹線道路に相応

しい、商業・業務サービス型の沿

道形成を図る。 

▼優良農地保全ゾーン 

●下市田地区： 

角田原／天竜川河川敷 

●吉田地区： 

県道から広域農道 

／町道中央線西（城岸） 

／天竜川河川敷 

●出原地区： 

県道から広域農道／千早原 

●山吹地区： 

田沢川南の県道から広域農道 

／竜口／新田原／増野 

※宅地化ゾーン、工業地ゾーン、商業地ゾー

ンの指定により農地法、都市計画法の適用

が解除されるものではありません。 

▼商業地ゾーン 

●山吹地区、下平駅周辺 

今後も、商業ゾーンとし

て発展・成長を図る。 


